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[4] 比較検証 

（2）通産省案と文化庁案⑲ 

 「レーヒ・スミス米国特許法」におけるグレースピリオド制と先使用の拡大【11】 

（e）（2）抗弁の理由が特許権者または当該特許権関係者から知り得たものであるときは抗

弁を主張することはできない。米国旧 273 条に規定され、出願前に開示された発明はパブ

リックドメインとして規制している。これは、日本の冒認出願制度（日本特許法 49 条 7 号）

と同じ立場をとっている。また、EU のドイツ特許法 12 条のように善意で知り得た第三者

の先使用権を認めていないことから、グレースピリオド制度を厳格に制限することになる。 
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